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Ⅰ 経済成長の諸結果としての国際政治化

現在，中国の対外膨張の動きが懸念される

中，日米豪印 4か国のクワッド戦略が展開し，

東アジアの国際関係や安全保障体制の新たな構

築が準備されている。さらに英仏独艦船の連携

も動き出し，フィリピンのスービック米軍基地

撤退（1991 年）以後，日米欧の対中国戦略は

新たな歴史段階に入っている。機を逃さず中国

は南沙諸島の開発や香港統治を本格化してお

り，念願の台湾統合も具体的にスケジュール化

している。

経済力の台頭が国際政治版図を塗り替えるこ

とは必然である。ビジネスマンだから経済経営

だけの知識・判断だけで事足りるという太平の

世は去った。経営幹部の素養として，グローバ

ルな総括的視点，国際経済政治への深い理解も

欠かせない時代になっている1)。もちろん経済

界のスタンスのみならず，政界でも同様の課題

を背負っている。野党系列の政治運動としての

沖縄基地反対なる反戦運動も現実妥当性がある

のか。これも抜本的に見直しが問われているの

である。

特に 2000 年以降，近隣アジアの国際分業が

進展したが，中国への過度な経済依存や偏った

サプライチェーンはカントリーリスク上も好ま

しいものではない。カントリーリスク論は冷戦

終結と国際経済の市場経済化の全面的な展開過

程で，最近はあまり注目されなくなった分野で

ある。しかし，そうした懸念が消滅することは

ない。遅きに失した先端技術や軍事転用技術の
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流出に対して，「経済安全保障」部署を新設し

たがこれは積極的に評価したい。これを機に我

が国の政治体制の現代化を急ぐべきであろう。

1980 年に産官学は有澤廣巳を座長として，

大来佐武郎や篠原三代平らのスタッフと共に我

が国の戦略的課題について報告を取りまとめて

いる2)。第 2 次石油ショックとイラン=イラク

戦争勃発期に開かれた懇話会である。この時期

はまだソ連は崩壊しておらず，想定する安全保

障の枠組みは現在のものとは異なっているが，

自衛力の充実と安全保障の枠組みとしての経済

力・構造及びエネルギー戦略等について議論し

ている。新内閣「経済安全保障」担当大臣の役

割は当時のものとは比較にならない程，重要な

職務である。現在の国際環境及び近隣情勢は当

時より段違いに難しい情勢であり，関係組織幹

部の正常性バイアス的判断は極めて危険であ

る。

自由主義経済を謳歌し，この間緊張感が薄れ

経済安保の議論は等閑にされてきた。他方，ア

メリカの防衛費 GDP 比 2％要求を背景に，自

衛力の強化が議論されるようになったが，

NATO 諸国でも達成困難な国も見られる。我

が国の達成には錯綜した議論も想定されるが，

ここに来てようやくハード論と総合力論が再び

検討されるようになった。これは一定の評価が

出来る。ただ，戦闘部門と非戦闘部門の費用

シェア・部門費の議論はこれから本格化しなけ

ればならないだろう。高度情報化社会におい

て，自衛・国防部門もこの課題から無縁ではな

く，むしろ専門的議論が安全保障のカギを握る

とさえ考えられる。古い軍事思想や政治体制論

を引き摺れば引き摺る程，旧式の大鑑巨砲主義

的な軍事戦略になりやすく，効果的でなくなる

からである。

戦史家リデル・ハートの「大戦略論」では紛

争抑止のためには，技術研究の他に戦略体系の

構築が欠かせないと指摘している。冒頭で指摘

した沖縄反戦闘争の類の市民運動で，現実の紛

争を回避することは出来ない。軍事技術は破壊

兵器とそれを支える後方支援システムの有機的

連関があって初めて効果的に機能する。後方支

援体制は単なる従属変数ではなく独立変数にも

転化する相互依存関係にある3)。つまり政治外

交，経済諸力と社会思想との関連において安全

保障政策や体系が形成されるのである。

こうした情勢判断の中で，日中の対ASEAN

経済戦略は重要な地政学的要衝になっている。

日中双方がこの地域をサプライチェーンの移転

先として注目しており，また資源ルート・シー

レーンの安定的維持確保のため躍起になってい

るが，それ以上の人類生存に関わる地球環境問

題ともこの地域は深くリンクしている。

Ⅱ 時代錯誤のイデオロギー的共有

現在でも中国社会主義は歴史的な「供給不足

経済」観から脱却できず，生産の量的拡大=粗

雑な成長至上主義と単体（国家）膨張論を志向

する傾向が強い。これは最近注目されている一

部の資本主義批判者の「資本主義は価値の増殖

を至上命題にしているから，自然・環境破壊を

もたらす」という論理と表裏一体の関係にあ

る。古典的資本主義は単体膨張的な価値増殖を

志向するものであり，環境破壊など眼中にない

19 世紀的科学万能の生産システムであった。

しかし 20 世紀 100 年間の経験から，人類は開

発には限界があることも自覚するようになって

いる。さらに，資本主義システムのダイナミズ

ムは単なる単体膨張論とは位相が異なる「質的
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拡大」や，常に構造改革を伴うシステムである

ことも理解されるようになっている。しかも，

資本主義の柔軟性は産業交替を伴うバイタリ

ティーを持っており，社会主義システムよりも

格段にその社会編成機能は高い。これは市場経

済の本質的能力である。

この機能に目覚めたのが現代中国の若年層で

ある。だが，彼らのビジネス現代化を著しく強

化しながらも，なおも中国は国内主要部門にお

いてローテク・システムを残存させている。典

型的事例ではエネルギー消費の 60％以上が石

炭依存という，古い社会主義思想故の拡大主義

生産体系を基盤に置いている点にある。急速な

経済成長を実現するためには，もっとも利用簡

便なエネルギー源が優先されるが，そのしっぺ

返しが最も危険であることを自覚しなければな

らない。既存システム崩壊の根源には常にそれ

があったからである。

グリーン政策は現時点では高コスト経済に

なっているが，これはコスト削減開発の余地が

大きいことを物語っている。経済成長による果

実はこうした部門に集中的に投資され，未来を

開発していかなければならないだろう。社会全

体の取り組み推進によって，グリーン高度化へ

の転換が進めば，国民経済は他のエネルギー開

発コストを吸収できるはずである。

Ⅲ ASEAN融合と国際分業の局面移行

ASEAN 各国は 2000 年から急速な成長を実

現している。統計的にもそれは容易に確認でき

るが，ここではリモートセンシング画像によっ

て観測したい。図は 1992 年と 2013 年時点での

夜間光画像であり，わずか 20 年間で驚異的に

開発が進んでいる。開発の進展状況はこの地域

の地表開発画像によってさらに詳細に確認でき

る4)。

周知のように東南アジアはマルコ・ポーロの

時代から，ヨーロッパには大変魅力的な地域で

あった。特に豊かな香料生産地域として欠かせ

ない存在であった。つまり戦前までの交易は基

本的に 1次産品輸出を基本とする垂直分業であ
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図 ASEAN地域の夜間光画像
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り，熱帯地域はブーケやファーニバルの「二重

経済論」として論じられてきた。それが 1960

年代中期以降，水平分業=国民経済形成を目指

す動きが活発化し，東南アジア地域の工業化は

本格化する。この開発戦略は経済地理学的制約

から解放されると同時に，エネルギー多消費型

経済としても結果する。世銀方式は IMF・

ガット精神を具現化する開発であるが，他方に

於いて，成長の限界を何処の水準に置くかとい

う難しい課題も抱え込むことになる。中東諸国

の紛争の累積化や社会主義諸国の崩壊，地球温

暖化の進展等は何れもこうした成長主義経済の

限界を露呈する現象である。

東京大学気候システム研究センター（2010

年から大気海洋研究所に改組）は 1990 年代初

頭より，赤道直下の気候変動が「風下」である

我が国に大気循環的影響を及ぼすことを明らか

にしている5)。世界的には 1970 年代から気候

変動研究が活発に行われてきたが，必ずしも経

済産業政策に十分反映することはなかった。と

いうよりも非成長主義的政策は極めて難しい選

択なのである。影響が徐々に表面化する現象に

対して，人々は鈍感であり社会的合意形成が得

られにくい。だが，どうしてもやらなければな

らない政策である。カーボンニュートラルを基

本に据えた ASEAN 成長戦略は，人口増加を

抑制し少子高齢化を迎え打つ政策体系を構築す

ることでなければならない。これまでの観光や

人口移動を歓迎する経済政策から，人口減少を

積極的に評価する社会経済の在り方を国際的に

本格化すべきである。

国際分業の歴史局面を図式的に列挙すれば

「垂直（1 次 2 次産業間）分業」→「水平（産業

内）分業」→「三次元立体分業=全球経済シス

テムの国際分業」という諸段階に整理できるの

ではないか。この「三次元立体分業」とは取り

も直さず「資源と環境政策の一体的国際分業」

システムである。ASEAN地域はこの新しい開

発戦略の実証エリアとして位置づける必要があ

る。これは我が国の資源ルートであり生命線で

もあるから，他国の影響は甚大である。

確かに，一時的な石油供給不足に対しては，

国内で石油備蓄積み増しを行えばそれなりに対

応できる。しかし，大陸の石油需要の永続的増

加に対応するには，それだけでは不十分であ

る。石油関係者の間では関係国との協議によっ

て，我が国に各国備蓄在庫石油を優先的に融通

する協定を結ぶ動きを展開しているようだ。ま

た，既存の国内流通設備や物流の有効活用を図

るためにも，ガソリンにアルコール等のバイオ

燃料を混合したものを普及する調査研究も進ん

でいる。ビールから発泡酒を開発したような手

法であるが，この政策は製造コストや課税制度

を考慮に入れた短期的な業界対応と思われる。

また動力技術開発分野では合成ガソリンによる

パッキンの劣化対応や，新技術エンジン（ロー

タリーエンジン系が有力か）開発も進められて

いる。さらにこれに COP26 や炭素税に関わる

国際的な動向も加味して，エネルギー政策を立

案しなければならないが，より長期のエネル

ギー循環政策，技術開発と社会的合意が欠かせ

ない。

Ⅳ カーボンニュートラルの政策へ

周辺国の経済発展は我が国に「貧困の輸入」

をもたらすことになる。その結果としての貧富

の極端な乖離や所得格差，特に下位層の増加

は，社会安定上決して望ましいことではない。

だが，グローバル化によって所得格差が広がる
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とすれば，少なくとも国内だけでも「成長と分

配」を調整すべきである。という議論も出てき

ている。いわゆる株主資本主義としての市場原

理主義からステークホールダー資本主義への転

換，という政策論議である。スローガンは「新

しい資本主義」の可能性を探るというものであ

り，自然災害への対応としても一極集中を回避

する分散型社会を志向する経済社会である。

これと深く関わっている国際政策は経済協力

の在り方そのものである。経済協力は開発至上

主義から，グリーン経済化や少子化・人口抑制

の政策も積極的に推進しなければならないが，

同時に少子高齢化の進展が社会保障政策を行き

詰らせるといった議論も見直すべきである。ま

た，利潤動機とカーボンニュートラルが整合性

を持つものとして概念化され，対立概念にしな

い議論も待たれる。

ASEANと大陸は我が国の「風上」に位置し

ており，これを念頭に置かない開発は長期的に

我が国の国益を大きく損なうことになる。正に

国際開発の逆流現象である。最適な成長と分配

は徳の高い資本主義システムによらなければ実

現できない。そして，これは中国社会主義の産

業的公共政策の変更をも迫る経済外交戦略であ

り，これなしには実現できない。中国に最も困

難な政策体系を望むのであれば，我が国自らが

国際的ヘッド機能の高度化を成し遂げる必要が

ある。
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